
１．はじめに

　観光は地域経済の活性化策として期待されてい

るが、なかでも体験や学習といった消費者の今日

的ニーズに応えるものとして産業観光の振興が各

地で盛んになっている。観光はサービス産業を主

とする第三次産業としての位置づけが強いが、産

業観光は、第一次産業、第二次産業も取り込んだ

観光形態として位置づけられ、その対象とする範

囲の広さから今後の発展が期待されている。地域

に立地する産業を観光の対象とすることで、全て

の地域に観光資源が存在するという考え方からで

ある（須田 ２００５）。
　本資料では、産業観光の概念を簡単に整理する

とともに、山口県内の事業所を対象として行った

産業観光の実態に関するアンケート調査結果を産

業別、地域別に集計し、山口県の産業観光の実施

業種、立地地域の特性、そして産業観光の潜在性

について考察する。なお、同アンケート調査の単

純集計結果を中心とした考察については、拙稿

（２００５）を参照されたい。

２．産業観光の定義・分類・主体

　今日の観光形態のキーワードとして、体験・学

習、知的好奇心、郷愁、レトロ、そして癒しと

いったものがあげられる。これらのキーワードに

代表される消費者の欲求に応えるものとして産業

観光が注目されるようになった。産業観光は、須

田ほか（２００２）による、「歴史的、文化的価値のあ

る産業文化財（機械、器具、工場遺構など）や生

産現場（工場・工房など）、産業製品などを観光資

源として人的交流をはかる産業活動」とする定義

に代表され、現在、過去、未来に亘って産業に関

連する資源を対象とするものであるといえる（米

浪 ２００５）。したがって、その具体的対象としては、
表１に示すように、現在稼動中の工場や技術を視

察・見学、体験したり、産業遺構や博物館・資料

館などで学習したりとその対象は幅広い。もちろ

ん、これらがオーバーラップすることもある。

　産業観光は、観光によって地域間交流の活性化
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要　　旨
　本資料では山口県の事業所を対象として行ったアンケート調査結果に基づき、産業別、地域別の産業

観光の実態と特徴を明らかにするとともに、山口県の事業所立地動向から産業観光の潜在性について考

察する。

　集計結果から、産業別では製造業、特に飲食料品製造業での受け入れ実績の割合が高く、山口県内に

おいて製造業の立地割合が高い下関、周南地域をはじめとする瀬戸内海沿岸地域に潜在性があるといえ

る。また、県北部地域では飲食料品製造業の立地とともに、農林漁業にも特化しており、産地と加工地

が結び付けられれば大きな潜在性をもつといえる。ただし、県北部では交通アクセスが容易であること

が重要な課題として指摘される。
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を図ろうとする地域にあって、表２に示すそれぞ

れの主体においてそれぞれ異なったニーズと期待

が融合したものである。観光客としての消費者、

受け入れ地域、そして受け入れ施設である民間の

３つの主体のニーズを産業観光が一つに結びつけ

ると考えられる。本資料では、これらの主体のう

ち、受け入れ施設である民間を対象とし、事業所

に対して行ったアンケート調査結果を用いて考察

する。

３．アンケート調査からみた産業観光の実態

 （ １ ） 　アンケート調査の概要
　ここでは、山口県内の事業所を対象として行っ

たアンケート調査結果を中心として、産業観光へ

の取り組み実態について産業別、地域別に考察す

る。アンケート調査の概要は下記の通りである。

また、業種別、地域別の配布数、有効回収数、有

効回収率は表３の通りである。

・目　　的：山口県における産業観光の実態と発

展可能性を調査

・対　　象：山口県内の事業所（業種は問わず産

業観光の潜在性を併せて調査）

・資　　料：山口経済研究所（２００４）『山口県会

社要覧』からサンプリング

・実施時期：２００５年５月２３日～６月３日

・調査方法：郵送によるアンケート票の配布（配

布数：９８５）

 （ ２ ） 　産業別にみた受け入れ実態
　受け入れの実態について産業別に集計したもの

が表４である。回答数の合計が少ない業種もある

が、全体では３３.０％の事業所が「企業や団体、教
育機関など特定の来訪者を対象に受け入れを行っ

ている（以下、特定来訪者）」と回答している。ま

た、「広く一般の来訪者も対象として受け入れを

行っている （以下、一般来訪者）」事業所が１１.５％
となっている。受け入れ実績のある業種のうち、

とりわけ製造業は特定来訪者と一般来訪者を合わ

せて５３.０％で受け入れの実績があることとなり注
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表１　産業観光の分類

事　例特　性分　類

・果樹園、溶鉱炉、造船所など
・陶芸や漆器の工房など

・現在稼動している工場や伝統工芸などの
作業現場、農林漁業、産業集積地

生産現場

・作業体験、試飲・試食、買物など
・製品の生産工程、伝統工芸などの体験・
学習

体験・学習

・製品、機械・器具、製造工程の展示
など

・産業の歴史、製品などを展示した博物館
や資料館

博物館・資料館

・鉱山跡、赤レンガ倉庫など
・鉄道や連絡船などの輸送機関や水道、
道路など

・工場や地場産業の遺跡・遺構・遺物や産
業の歴史・文化、当時の社会や生活基盤
などに関連するもの

産業遺産

出典）いよぎん （２００２）、米浪 （２００５）、齋藤 （２００５）、須田 （２００５）、Hospers （２００２）などを参考に筆者作成。

表２　産業観光の主体と直面する事象・ニーズ・産業観光への期待

民間（受け入れ施設）受け入れ地域消費者（観光客）

・サービス経済化・地域経済の停滞・体験・学習への欲求
直面する事象

・産業構造の変化・地場産業の停滞・産業への興味・関心

・ビジネスニーズ・交流ニーズ・観光ニーズニーズ

・新たな取引、商談・地域活性化（まちづくり）・体験

産業観光への期待 ・新たな利益の創出・産業振興（伝統・地場産業）・知的好奇心の満足

・新分野の開拓・雇用・所得創出・郷愁・回顧

出典）米浪（２００５）、齋藤（２００５）を参考に筆者作成。
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表３　産業別・地域別アンケート配布数・有効回収数・有効回収率

有効回収率
（％）

構成比
（％）

有効
回収数

構成比
（％）配布数産業別

３３.３１.３４１.２１２農・林・漁業

２５.００.３１０.４４鉱業

３３.３９.６３５１０.６１０５建設業

３２.５４８.０１６４５１.１５０５製造業

２６.５６.１２２８.４８３卸売業

４０.４５.９１９４.８４７小売業

３１.７４.８１３４.４４１運輸業

４２.５４.８１７４.１４０情報通信業

０.００.０００.１１ガス業

４６.４１５.７５２１１.３１１２サービス業

３４.３３.５１２３.６３５金融・保険業

３４.４１００.０３３９１００.０９８５合計

有効回収率
（％）

構成比
（％）

有効
回収数

構成比
（％）配布数地域別

３２.４７.１２４７.５７４岩国地域

３６.５５.６１９５.３５２柳井地域

３０.９１７.４５９１９.４１９１周南地域

３８.３１７.４５９１５.６１５４山口・防府地域

３２.５１９.２６５２０.３２００宇部・小野田地域

３６.２２３.６８０２２.４２２１下関地域

４４.１４.４１５３.５３４長門地域

３０.５５.３１８６.０５９萩地域

３４.４１００.０３３９１００.０９８５合計

表４　産業別来訪者受け入れ実態

産業別
合計

産業別
合計に
占める
割合
（％）

来訪者の
受け入れ
は一切
行ってい
ない

産業別
合計に
占める
割合
（％）

来訪者受け入
れの意思はあ
るが現状では
受け入れ実績
はない

産業別
合計に
占める
割合
（％）

広く一般の
来訪者も対
象として受
け入れを
行っている

産業別
合計に
占める
割合
（％）

企業や団体、教
育機関など特定
の来訪者を対象
に受け入れを
行っている

製造業３分類産　業

４０.０００.０００.００１００.０４農・林・漁業

１０.０００.０００.００１００.０１鉱業

３５３７.１１３２８.６１０８.６３２５.７９建設業

１６４３８.４６３８.５１４１３.４２２３９.６６５製造業
３５１４.３５１１.４４３１.４１１４２.９１５生活関連型製造業 （飲食料品）
１７２９.４５１１.８２１１.８２４７.１８生活関連型

製造業
　 （飲食料品以外）

３３４５.５１５０.００１２.１４４２.４１４加工組立型

７９４８.１３８１０.１８６.３５３５.４２８基礎素材型

２２５９.１１３１８.２４９.１２１３.６３卸売業

１９３１.６６３６.８７５.３１２６.３５小売業

５２４２.３２２１９.２１０１７.３９２１.２１１サービス業

１３５３.８７０.０００.００４６.２６運輸業

１７４７.１８１７.６３５.９１２９.４５情報通信業

１２６６.７８０.００８.３１２５.０３金融・保険業

３３９４１.３１４０１４.２４８１１.５３９３３.０１１２合計



目に値する。この点については、これまでの事例

や経済産業省（２００５）等の調査において、製造業

を中心とする産業観光の展開が盛んであることが

いわれており、山口県も例外ではないことの現れ

であるといえよう。

　ここで、表４のように製造業を飲食料品と飲食

料品以外に分割すると、飲食料品製造業で受け入

れ実績が多いことがわかる。とりわけ、一般来訪

者についての数値が高い。さらに、製造業３分類

に分割すると、生活関連型のうち飲食料品につい

ては上述と同様であるが、飲食料品以外では、特

定来訪者を中心に数値が大きくなっている。製造

業３分類による考察については後の産業観光の潜

在性の項で再度触れたい。

 （ ３ ） 　地域別にみた受け入れ実態
　受け入れ実態について地域別に集計したものが

表５である。ここでの地域は、山口県広域市町村

圏による８つの地域とする。２００４年から２００５年に

かけて周南、下関の両地域は商工会議所の主導の

もと産業観光に取り組んでいる。周南地域商工会

議所（新南陽・徳山・下松・光商工会議所）は、

２００５年１０月から１１月にかけ計４回の産業観光ツ

アーを行っている。また、下関商工会議所は、

『産業観光バックアップガイド』を作成している。

アンケート結果による両地域の受け入れ実態は、

全体平均を下回っている。特に、一般来訪者では

両地域とも１桁台の割合となっている。サンプル

によるものと考えられ、商工会議所主導による取

り組みとの関係は全くないといってよいものの意

外な結果となっている。

 （ ４ ） 　受け入れ実績の有無による課題
　受け入れ実績の有無によって産業別に課題を集

計したものが表６である。なお、ここでは特定来

訪者、一般来訪者を合わせて受け入れ実績がある

場合と、受け入れを検討中、一切ないとする回答

を合わせた受け入れ実績のない場合とに区分して

いる。

　回答数の大小があるため、ここでは特に製造業

（飲食料品）についてみると、注目すべき点は、受

け入れ実績のない場合の、公開内容の創出・更新

に負担がかかること、産業観光の認識が広がって

いないとする回答に対して、受け入れ実績がある

場合のそれらがさほど課題として大きな割合を占

めていないことである。受け入れ実績がある場合

はむしろ、観光ルート上に位置していないことや、

交通アクセスが悪いこと、そして地域住民の理解

が得られないことを課題としていることも特筆す

べき点である。

　同様に、受け入れ実績の有無によって地域別の

産業観光に対する課題を集計したものが表７であ

る。合計数値で受け入れ実績がある場合とない場

合を比較したとき、受け入れ実績がある方が多く

あげている課題として、設備に対する新たな負担

がかかること、既存の観光ルート上に位置してい

ないこと、産業観光の認識が広がっていないこと

などがあげられる。一方の、受け入れ実績がない

方が多い課題として、来訪ニーズがないことが圧

倒的に多く、これは地域別にみても岩国地域を除
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表５　地域別来訪者受け入れ実態

地域別
合計

地域別
合計に
占める
割合
（％）

来訪者の
受け入れ
は一切
行ってい
ない

地域別
合計に
占める
割合
（％）

来訪者受け入
れの意思はあ
るが現状では
受け入れ実績
はない

地域別
合計に
占める
割合
（％）

広く一般の
来訪者も対
象として受
け入れを
行っている

地域別
合計に
占める
割合
（％）

企業や団体、教
育機関など特定
の来訪者を対象
に受け入れを
行っている

地　域

２４２０.８５１６.７４２５.０６３７.５９岩国地域

１９４２.１８１５.８３１０.５２３１.６６柳井地域

５９５０.８３０１１.９７６.８４３０.５１８周南地域
５９４２.４２５２０.３１２１０.２６２７.１１６山口・防府地域

６５３３.８２２１３.８９１０.８７４１.５２７宇部・小野田地域

８０４８.８３９１１.３９８.８７３１.３２５下関地域
１５４６.７７６.７１２０.０３２６.７４長門地域

１８２２.２４１６.７３２２.２４３８.９７萩地域

３３９４１.３１４０１４.２４８１１.５３９３３.０１１２合計
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表６　受け入れ実績の有無による産業別の産業観光の課題 （％）

回答
実数合計

 受け入れ実績あり（特定来訪者・一般来訪者を合わせた回答）

金融・
保険業

情報
通信業運輸業サービ

ス業小売業卸売業
製造業
（飲食料
品以外）

製造業
（飲食
料品）

建設業鉱業農・林・
漁業

５２３４.４０.０３３.３０.０３０.０１６.７８０.０４１.０２６.９５０.０１００.００.０産業観光に取り組む余裕がない

受
入
体
制

４６３０.５５０.０１６.７０.０２０.０６６.７２０.０３７.７２３.１２５.００.０５０.０観光として来訪者を受け入れるノウハウがない
３６２３.８２５.０３３.３１６.７１５.００.０４０.０２９.５１９.２８.３１００.０５０.０案内者・指導者を確保できない
３５２３.２０.０１６.７１６.７１５.０１６.７２０.０２４.６４２.３０.００.０５０.０設備の新たな整備に負担がかかる
３２２１.２０.００.０３３.３１０.００.０４０.０３２.８１５.４１６.７０.００.０来訪者の安全が確保できない
３１２０.５５０.０１６.７５０.０２５.００.００.０２３.０１５.４０.００.０５０.０来訪者のニーズへの対応が困難である
１５９.９０.０１６.７０.０５.００.０２０.０９.８１１.５２５.００.００.０設備の維持管理に負担がかかる
８５.３０.００.００.００.００.０２０.０９.８３.８０.００.００.０公開内容の創出・更新に負担がかかる

４７３１.１０.００.０３３.３２０.０５０.０６０.０３９.３２６.９３３.３０.００.０産業観光に対する認識が広がっていない
外
部
と
の
関
連

３１２０.５５０.００.０３３.３２０.０３３.３２０.０１８.０１５.４２５.０１００.０２５.０来訪ニーズがない
２７１７.９０.００.００.０３０.００.０２０.０１１.５４２.３８.３１００.００.０既存の観光ルート上に位置していない
２５１６.６０.０１６.７０.０２５.００.０２０.０１３.１２６.９２５.００.００.０交通アクセスが悪い
１１７.３０.００.００.０１０.００.００.０４.９１１.５８.３０.０５０.０情報発信がうまくできない
４２.６０.００.００.００.００.００.０４.９３.８０.００.００.０売り込み先がない

２６１７.２０.００.００.０２５.０１６.７４０.０１６.４２６.９０.０１００.００.０助成金や減税などの金銭的優遇がない
協
力
・
支
援

２３１５.２２５.０１６.７１６.７１５.０１６.７０.０１３.１１５.４２５.００.０２５.０周辺観光地との連携がとれない
１９１２.６２５.００.０３３.３５.０１６.７６０.０８.２１１.５８.３１００.０２５.０取りまとめ役・機関がない
１８１１.９０.００.０１６.７１５.００.０２０.０１３.１７.７８.３１００.０２５.０行政の協力・支援がない
５３.３０.００.００.０５.００.００.０３.３３.８０.０１００.００.０経済団体の協力・支援がない
１０.７０.００.００.００.００.００.０１.６０.００.００.００.０地域住民の理解が得られない

７４.６０.００.００.０１５.００.００.０６.６０.００.００.００.０その他そ
の
他

１５９.９０.０１６.７１６.７２０.０１６.７０.０６.６７.７１６.７０.００.０今のところ問題・課題はない
１４９.３２５.００.００.０１０.０１６.７０.０１１.５３.８８.３１００.００.０わからない

１５１１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０合計

１５１４６６２０６５６１２６１２１４回答実数

回答
実数合計

 受け入れ実績なし（検討中・一切なしを合わせた回答）

金融・
保険業

情報
通信業運輸業サービ

ス業小売業卸売業
製造業
（飲食料
品以外）

製造業
（飲食
料品）

建設業鉱業農・林・
漁業

６２３３.００.０２７.３１４.３１８.８４６.２２３.５４５.６４４.４３０.４－－産業観光に取り組む余裕がない

受
入
体
制

６２３３.０２５.０１８.２５７.１２８.１４６.２２３.５３３.８１１.１４７.８－－観光として来訪者を受け入れるノウハウがない
４６２４.５１２.５２７.３１４.３２８.１３８.５１７.６２５.０２２.２２１.７－－来訪者のニーズへの対応が困難である
４１２１.８０.０９.１１４.３１５.６１５.４２９.４２６.５６６.７１３.０－－案内者・指導者を確保できない
２４１２.８０.００.００.００.０１５.４５.９２７.９０.０８.７－－来訪者の安全が確保できない
１９１０.１１２.５０.００.０３.１７.７５.９１１.８４４.４１３.０－－設備の新たな整備に負担がかかる
１５８.００.０９.１０.０３.１１５.４５.９１０.３０.０１３.０－－公開内容の創出・更新に負担がかかる
１２６.４０.００.００.０１２.５７.７０.０５.９１１.１８.７－－設備の維持管理に負担がかかる

１００５３.２５０.０７２.７８５.７４６.９４６.２４７.１５０.０４４.４６５.２－－来訪ニーズがない
外
部
と
の
関
連

４１２１.８０.０９.１２８.６１２.５２３.１３５.３２５.０２２.２２６.１－－産業観光に対する認識が広がっていない
１６８.５０.０９.１１４.３３.１０.０５.９１０.３０.０２１.７－－売り込み先がない
１５８.００.０９.１１４.３６.３０.００.０１０.３０.０１７.４－－交通アクセスが悪い
１１５.９０.００.０１４.３１２.５７.７０.０２.９２２.２４.３－－既存の観光ルート上に位置していない
１１５.９１２.５０.００.０６.３０.０５.９８.８１１.１０.０－－情報発信がうまくできない

２８１４.９０.０９.１１４.３１５.６２３.１１７.６１３.２１１.１２１.７－－取りまとめ役・機関がない
協
力
・
支
援

１６８.５０.００.０１４.３１５.６７.７０.０７.４１１.１１３.０－－周辺観光地との連携がとれない
１６８.５０.０１８.２１４.３９.４７.７０.０８.８０.０１３.０－－助成金や減税などの金銭的優遇がない
９４.８０.００.００.０１２.５０.００.０１.５１１.１１３.０－－行政の協力・支援がない
５２.７０.０９.１０.０３.１０.００.０１.５０.０８.７－－経済団体の協力・支援がない
１０.５０.００.００.００.００.００.００.００.０４.３－－地域住民の理解が得られない

１９１０.１３７.５２７.３０.０１２.５０.０１１.８８.８０.０４.３－－その他そ
の
他

１７９.０１２.５０.００.０２１.９３０.８５.９２.９０.０８.７－－今のところ問題・課題はない
３２１７.００.００.０２８.６１２.５３０.８２９.４１１.８２２.２３０.４－－わからない

１８８１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０－－合計

１８８８１１７３２１３１７６８９２３００回答実数

注）産業別の回答実数を分母とした割合。複数回答であり、回答事業所のうちどれだけの事業所が課題としてあげたかを示す。
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表７　受け入れ実績の有無による地域別の産業観光の課題 （％）

回答
実数合計

受け入れ実績あり（特定来訪者・一般来訪者を合わせた回答）

萩長門下関宇部・
小野田

山口・
防府周南柳井岩国

５２３４.４２７.３２８.６１８.８３８.２３１.８４０.９０.０８０.０産業観光に取り組む余裕がない

受
入
体
制

４６３０.５０.０２８.６１５.６３８.２３１.８２７.３６２.５５３.３観光として来訪者を受け入れるノウハウがない
３６２３.８９.１１４.３１２.５２３.５３６.４２７.３３７.５３３.３案内者・指導者を確保できない
３５２３.２１８.２５７.１２１.９１７.６２７.３２２.７１２.５２６.７設備の新たな整備に負担がかかる
３２２１.２９.１１４.３１２.５２６.５１８.２２７.３２５.０３３.３来訪者の安全が確保できない
３１２０.５９.１１４.３１２.５２９.４２２.７９.１５０.０２６.７来訪者のニーズへの対応が困難である
１５９.９２７.３１４.３０.０１４.７１３.６４.５０.０１３.３設備の維持管理に負担がかかる
８５.３０.００.０６.３２.９４.５１３.６１２.５０.０公開内容の創出・更新に負担がかかる
４７３１.１９.１４２.９３４.４４４.１２７.３２２.７２５.０２６.７産業観光に対する認識が広がっていない外

部
と
の
関
連

３１２０.５９.１０.０２１.９１７.６２７.３１８.２５０.０２０.０来訪ニーズがない
２７１７.９２７.３４２.９１５.６１７.６９.１９.１３７.５２０.０既存の観光ルート上に位置していない
２５１６.６１８.２４２.９９.４１１.８１８.２１８.２３７.５１３.３交通アクセスが悪い
１１７.３９.１１４.３６.３５.９９.１９.１０.０６.７情報発信がうまくできない
４２.６９.１１４.３０.０５.９０.００.００.００.０売り込み先がない
２６１７.２１８.２４２.９１８.８１４.７１３.６１３.６１２.５２０.０助成金や減税などの金銭的優遇がない

協
力
・
支
援

２３１５.２０.０２８.６１２.５２０.６１８.２９.１１２.５２０.０周辺観光地との連携がとれない
１９１２.６０.００.０１５.６１４.７１８.２４.５１２.５２０.０取りまとめ役・機関がない
１８１１.９０.０１４.３６.３１４.７１８.２４.５２５.０２０.０行政の協力・支援がない
５３.３０.００.００.０２.９９.１４.５０.０６.７経済団体の協力・支援がない
１０.７０.００.００.０２.９０.００.００.００.０地域住民の理解が得られない
７４.６１８.２０.０３.１２.９４.５０.０２５.００.０その他そ

の
他

１５９.９９.１１４.３１２.５５.９１３.６１８.２０.００.０今のところ問題・課題はない
１４９.３０.０１４.３６.３２.９２２.７９.１２５.０６.７わからない

１５１１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０合計
１５１１１７３２３４２２２２８１５回答実数

回答
実数合計

受け入れ実績なし（検討中・一切なしを合わせた回答）

萩長門下関宇部・
小野田

山口・
防府周南柳井岩国

６２３３.０２８.６１２.５３３.３５１.６２４.３３７.８９.１３３.３産業観光に取り組む余裕がない

受
入
体
制

６２３３.０２８.６５０.０２５.０３５.５３５.１４３.２１８.２２２.２観光として来訪者を受け入れるノウハウがない
４６２４.５０.０２５.０２７.１２５.８２１.６３２.４２７.３０.０来訪者のニーズへの対応が困難である
４１２１.８１４.３３７.５１８.８３５.５１０.８２７.０１８.２１１.１案内者・指導者を確保できない
２４１２.８１４.３０.０１６.７２５.８２.７１０.８９.１１１.１来訪者の安全が確保できない
１９１０.１１４.３２５.０４.２１９.４８.１１０.８０.０１１.１設備の新たな整備に負担がかかる
１５８.００.０１２.５６.３９.７８.１８.１９.１１１.１公開内容の創出・更新に負担がかかる
１２６.４０.００.０６.３９.７２.７１０.８０.０１１.１設備の維持管理に負担がかかる
１００５３.２７１.４７５.０４５.８６４.５４８.６５４.１５４.５３３.３来訪ニーズがない外

部
と
の
関
連

４１２１.８０.００.０２０.８１９.４１６.２３７.８３６.４１１.１産業観光に対する認識が広がっていない
１６８.５０.０１２.５６.３１２.９８.１５.４９.１２２.２売り込み先がない
１５８.００.０１２.５１２.５３.２８.１８.１９.１０.０交通アクセスが悪い
１１５.９０.００.０４.２９.７８.１２.７１８.２０.０既存の観光ルート上に位置していない
１１５.９０.００.０６.３３.２０.０１３.５９.１１１.１情報発信がうまくできない
２８１４.９０.０３７.５１４.６１６.１１３.５１０.８２７.３１１.１取りまとめ役・機関がない

協
力
・
支
援

１６８.５０.００.０６.３１２.９２.７１３.５１８.２１１.１周辺観光地との連携がとれない
１６８.５２８.６０.０１２.５６.５２.７１０.８０.０１１.１助成金や減税などの金銭的優遇がない
９４.８０.００.０４.２６.５８.１５.４０.００.０行政の協力・支援がない
５２.７１４.３０.０６.３０.０２.７０.００.００.０経済団体の協力・支援がない
１０.５０.００.０２.１０.００.００.００.００.０地域住民の理解が得られない
１９１０.１０.０２５.０１０.４９.７１３.５８.１９.１０.０その他そ

の
他

１７９.００.００.０６.３１２.９５.４８.１９.１４４.４今のところ問題・課題はない
３２１７.０１４.３３７.５１６.７１２.９１８.９１６.２２７.３０.０わからない

１８８１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０合計
１８８７８４８３１３７３７１１９回答実数

注）地域別の回答実数を分母とした割合。複数回答であり、回答事業所のうちどれだけの事業所が課題としてあげ
たかを示す。



いて受け入れの実績がない事業所のもっとも大き

な課題となっている。また、岩国、柳井などの東

部地域では、取り組む余裕やノウハウがないこと

など受け入れ体制の整備に関する回答の差が大き

いのに対して、萩、長門の北部地域では、観光

ルート上に位置していないこと、交通アクセスが

悪いことの回答の差が大きくなっている。

４．地域別事業所立地割合からみた産業観光
の潜在性

　これまでの産業別、地域別のアンケート集計結

果から、製造業、なかでも食料品製造業であるこ

と、全体的に来訪ニーズや受け入れ体制に課題が

あること、そして観光ルート上に立地し、交通ア

クセスが良いことが要因として浮かびあがってき

たといえる。表８は、総務省統計局（２００３）『事業

所・企業統計調査報告』による２００１年における山
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表８　『事業所・企業統計調査報告』による地域別事業所立地割合（２００１年） （％）

合計萩長門下関宇部・
小野田

山口・
防府周南柳井岩国

１００.０５.５３.２１９.０１５.７２０.７１９.２６.３１０.３全産業

１００.０２３.６７.２１９.０９.９２２.４７.２４.６６.１農林漁業

１００.０８.３５.０１１.７２３.３３１.７１０.０３.３６.７鉱業

１００.０４.６２.７１５.６１６.６２０.６２１.６６.５１１.８建設業

１００.０８.１５.３２０.２１５.３１６.７１８.４６.４９.６製造業

１００.０１０.６１２.７２６.３９.０１５.３１０.６７.９７.６
生活関連型 /
地方資源型

　食料品

１００.０７.３３.４１９.２１２.８２１.５１７.１７.２１１.５生活関連型３
分
類

　食料品以外

１００.０１０.４３.６１３.７１６.９１７.８２３.２４.８９.７基礎素材型

１００.０２.７２.７２５.６２２.５１０.２２０.４６.５９.３加工組立型

１００.０１７.１６.２１３.５１２.８２１.１１３.８６.１９.４地方資源型
４
分
類

１００.０７.１３.１１８.１１４.６２１.７１７.６６.１１１.７雑貨型

１００.０１.９０.４１７.２１９.５１１.５３８.５３.１８.０基礎素材型

１００.０３.０２.４２２.１２１.２１１.６２３.６６.４９.７加工組立型

１００.０７.５３.３１８.５１７.０１７.１２０.５６.０１０.２食料品以外計

１００.０７.１４.４１６.４２２.４１４.２１６.９７.１１１.５電気・ガス・熱供給・水道業

１００.０３.７２.７２０.４１５.３１９.７２０.７７.６９.９運輸・通信業

１００.０５.５３.１１９.６１６.２２０.４１９.０６.０１０.１卸売・小売業，飲食店

１００.０４.５２.５２０.４１４.８２１.８２１.２４.６１０.２金融・保険業

１００.０４.５１.２２３.１１１.２２４.５２１.０４.１１０.３不動産業

１００.０５.４３.２１８.８１５.４２１.６１８.７６.６１０.１サービス業

１００.０８.３５.０１４.８１４.６１９.６１５.１１０.４１２.３公務（他に分類されないもの）

注１）産業別の合計（山口県総数）に占める各地域の事業所数の割合。
注２）製造業３分類の内訳
　　　生活関連型：食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、衣服・その他の繊維製品、家具・装備品、
　　　　　　　　　出版・印刷・同関連産業、なめし革・同製品・毛皮、その他
　　　基礎素材型：木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学工業、石油製品・石炭製品、プラスチック製品、
　　　　　　　　　ゴム製品、窯業・土石製品、鉄鋼業、非鉄金属、金属製品
　　　加工組立型：一般機械器具、電気機械器具、輸送用機械器具、精密機械器具
注３）製造業４分類の内訳
　　　地方資源型：木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、窯業・土石製品、食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維
　　　雑　貨　型：プラスチック製品、ゴム製品、衣服・その他の繊維製品、家具・装備品、
　　　　　　　　　出版・印刷・同関連産業、なめし革・同製品・毛皮、その他
　　　基礎素材型：化学工業、石油製品・石炭製品、鉄鋼業、非鉄金属
　　　加工組立型：金属製品、一般機械器具、電気機械器具、輸送用機械器具、精密機械器具
資料）総務省統計局（２００３）『平成１３年事業所・企業統計調査報告　山口県』。



口県の産業別事業所総数に占める地域別の割合

（地域別シェア）を示したものである。これまでの

分類と若干異なるが、製造業の事業所数を中心に

地域別にみると、食料品製造業の地域別の立地割

合は、下関地域が２６.３％を占めており、また製造
業全体でみると、周南地域が１８.４％、下関地域が
２０.２％となっている。このことから、産業観光が
両地域で積極的に取り組まれている要因の一つで

あることもうかがい知れる。

　また、萩、長門地域では製造業全体での立地の

占める割合は小さいものの、食料品製造業にい

たってはその値が大きく、産業観光の取り組みも

期待される。しかしながら、先にも触れたように、

交通アクセスの問題は避けて通れない問題であろ

う。さらに、基礎素材型産業の割合が高い周南地

域や、加工組立型が高い宇部・小野田地域、下関

地域の潜在性も指摘でき、一般来訪者を対象とし

た産業観光といかにして結びつけられるかの検討

も重要となろう。

　同時に、製造業４分類の場合も表８に示してい

る。食料品以外の製造業を比較すると、周南地域

の基礎素材型の割合が３分類に比べより高くなっ

ている。さらには、萩地域において地方資源型の

割合が高いことが注目に値する。食料品以外の地

方資源型には窯業・土石（３分類では基礎素材型）

が含まれ、萩焼き製造所の立地が影響していると

考えられる。

　表９は、山口県における事業所総数の産業別構

成比を分母とする地域別の特化係数を表したもの

である。ここで注目すべき点は、長門、萩地域に

おける特化係数である。両地域では、食料品製造

業の特化度が高く、さらには食料品以外の製造業

においても、４分類の地方資源型の特化度が高い。

これに加え、農林漁業の特化度も高いことから、

県北部地域では、農林漁業製品を加工し販売する

という一連のシステムを構築すればその潜在性が

大きいといえる。長門の蒲鉾は大変有名であり、

特化度の高い産業が結びつくことで産業観光の可
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表９　『事業所・企業統計調査報告』による地域別事業所立地の特化係数（２００１年） （％）

合計萩長門下関宇部・
小野田

山口・
防府周南柳井岩国

１.００１.００１.００１.００１.００１.００１.００１.００１.００全産業

１.００４.２７２.２７１.０００.６３１.０８０.３８０.７２０.５９農林漁業

１.００１.５１１.５７０.６１１.４８１.５３０.５２０.５３０.６５鉱業

１.０００.８３０.８４０.８２１.０６１.００１.１２１.０４１.１４建設業

１.００１.４７１.６７１.０６０.９７０.８１０.９６１.０２０.９４製造業

１.００１.９１４.００１.３８０.５７０.７４０.５５１.２６０.７４
生活関連型 /
地方資源型

　食料品

１.００１.３３１.０８１.０１０.８２１.０４０.８９１.１４１.１２生活関連型３
分
類

　食料品以外

１.００１.８７１.１４０.７２１.０７０.８６１.２００.７６０.９４基礎素材型

１.０００.４９０.８５１.３５１.４３０.４９１.０６１.０３０.９１加工組立型

１.００３.１０１.９５０.７１０.８１１.０２０.７２０.９６０.９２地方資源型
４
分
類

１.００１.２８０.９６０.９５０.９２１.０５０.９２０.９７１.１４雑貨型

１.０００.３５０.１２０.９０１.２４０.５５２.０００.４８０.７８基礎素材型

１.０００.５４０.７６１.１６１.３４０.５６１.２３１.０１０.９４加工組立型

１.００１.３５１.０５０.９７１.０８０.８３１.０６０.９５０.９９食料品以外計

１.００１.２９１.３７０.８６１.４２０.６９０.８８１.１３１.１２電気・ガス・熱供給・水道業

１.０００.６７０.８４１.０７０.９７０.９５１.０７１.２００.９６運輸・通信業

１.００１.０００.９８１.０３１.０３０.９８０.９９０.９６０.９８卸売・小売業，飲食店

１.０００.８１０.８０１.０７０.９４１.０５１.１００.７３０.９９金融・保険業

１.０００.８１０.３９１.２２０.７１１.１８１.０９０.６６１.００不動産業

１.０００.９８１.０２０.９９０.９８１.０４０.９７１.０５０.９９サービス業

１.００１.４９１.５５０.７８０.９２０.９５０.７９１.６５１.２０公務（他に分類されないもの）

　注）山口県における事業所総数の産業別構成比を分母，地域毎の産業別構成比を分子とした値。
資料）総務省統計局（２００３）『平成１３年事業所・企業統計調査報告　山口県』。



能性が高まるといえよう。また、下関地域も漁業

資源には豊富であり、より広く日本海沿岸地域で

の第一次産業を中心にした産業観光振興も期待さ

れるところである。

　なお、ここまで単純に事業所数をベースとして

比較してきたが、実際には地域の面積などの地域

規模やアクセシビリティなどの社会基盤、ネット

ワークを考慮する必要があることはいうまでもな

い。

５．おわりに

　本資料では、山口県における事業所を対象とす

るアンケート調査結果をもとに、産業別、地域別

に山口県の産業観光の実態と潜在性について考察

した。考察の結果、①製造業、とりわけ飲食良品

製造業、②交通アクセスの問題、の２つのキー

ワードが浮かびあがってきた。

　製造業がキーワードとしてあがる理由は、試飲

試食が可能なものもあり、消費者受けがよいこと

が主因として上げられるであろう。また、生産に

一貫性があり身近な商品であるため、コンテンツ

の理解が容易であることも一因として考えられる。

下関地域、周南地域で産業観光への取り組みが活

発になっていることは製造業の立地動向からみれ

ば、多少なりとも根拠のあることがわかった。こ

れは、全国的にも有名な愛知県の産業観光が製造

業を中心としていることからも容易に想像される。

交通アクセスについては、産業観光が一つの観光

スポットとして認識されるためには、やはり一般

的な観光形態と同様に消費者のアクセスが容易で

なければならないことの現れであるとも考えられ

る。

　このような中で、事業所の地域的立地にはばら

つきがあるため、産業観光を実施するうえでの潜

在性は当然異なってくるものと予想される。一方

で、一般の観光と異なり、産業観光の目的は明確

であり、それのみを目的として行動する観光客が

いることも考えられる。本資料では、産業観光と

して成立するのは製造業、特に飲食料品が多い地

域であることの可能性を示したが、各産業の立地

動向が産業観光の対象としてすぐさま結びつくわ

けではない。既存の施設と観光をいかにして結び

つけるのか、産業の立地と観光資源の対象との相

互的な関係を検討することが鍵となるであろう。

　もちろん、これから食料品製造業を立地させて

産業観光を成立させようとすることは本末転倒と

なりかねない。また、新たなキーワードとしての

知的好奇心に訴えるのであれば、これからの新た

な立地に少なからず期待もできるものの、郷愁を

キーワードとしてあげるならば、これまでの地場

産業としての歴史に重きが置かれることにもなり、

同じような期待はできないであろう。繰り返しに

なるが、産業観光の対象としての資源はどの地域

にも存在しうるかもしれないが、それが観光活動

として成立するか否かを吟味すること、つまり、

消費者ニーズにマッチングできるか否か、他の産

業観光施設との差別化を図り、いかにして付加価

値を創出するか、そして地域の産業立地特性に見

合ったものであるかを十分に検討しなければなら

ない。
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The Actual Conditions of Industrial Tourism
in Yamaguchi Prefecture:

The Results of Questionnaire for Business Establishments

Hidetomo SAITO
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Graduate School of Social Science, Hiroshima University

Abstract

　The aim of this material is to consider the actual conditions, characteristics and possibilities of industrial 
tourism in Yamaguchi Prefecture, Japan. The main focus of this material is to analyze the results of 
questionnaire for business establishments by regional groups and industrial classification in the prefecture.
　According to the results of questionnaire, manufacturing industries, especially foods and drinks 
manufacturing industries show comparatively high proportion of visitors’ acceptance among the industrial 
classification. In the south coastal area, business establishments of manufacturing industries locate 
relatively a lot more than the other area. Therefore, we can point out that the south area has a potentiality. 
Furthermore, the north area has potentialities in view of blending of foods and drinks manufacturing 
industries and primary industry. However, in the north area, accessibility and location of business 
establishments are pointed out as important factors for industrial tourism.

Key words: Industrial Tourism, Yamaguchi Prefecture, Questionnaire


